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当社子会社の民事再生手続開始の申立ておよび 

債権の回収不能のおそれの発生に関するお知らせ 

 

 当社の連結子会社である広島ガス開発株式会社は、平成 21 年 3 月 30 日開催の同社取締役会において

民事再生手続開始の申立てを行うことを決議し、同日付で、広島地方裁判所に民事再生手続開始の申立

てを行いましたのでお知らせいたします。また、これに伴い、同社に対する債権について回収不能のお

それが生じましたので、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

 
１．民事再生手続開始の申立てに至った経緯 

   当社の連結子会社である広島ガス開発株式会社（以下、ＨＧＫ）につきましては、平成 21 年 3 月

19 日付で公表いたしましたとおり、複数の取引先との間で不適切な取引（循環取引）がなされてお

りましたが、平成 21 年 3 月に当該循環取引を中止したことに伴い、循環取引による売掛金の回収が

できなくなった結果、資金繰りが急激に悪化し、既に発生していた平成 21 年 3 月末を支払期限とす

る債務の履行が不可能となることが判明いたしました。また、平成 21 年 4 月以降に支払期限が到来

する債務につきましても、資金繰りの目処が立たない状況であります。 

   ＨＧＫは、これらの状況を考慮した結果、現状での事業の継続は困難であると判断し、民事再生

手続開始の申立てを行いました。 

 

２．広島ガス開発株式会社の概要 
① 商 号     広島ガス開発株式会社 

② 本店所在地   広島市南区皆実町二丁目 6番 19 号 

 ③ 代表者     代表取締役 社長執行役員 山内 晶 

④ 主要な事業内容 ガス工事および給排水工事の施工、冷暖房工事および室内装飾工事の施工、ガ

ス器具・配管器具の販売、土木建設工事の施工、建築用資材および建設用機械

の販売 

⑤ 設立年月日   昭和 42 年 5 月 25 日 

⑥ 資本金     8,400 万円 



⑦ 従業員数    89 名（平成 21 年 2 月 28 日現在） 

⑧ 発行済株式数  168,000 株 

⑨ 株主構成    広島ガス㈱     110,800 株（65.95％） 

          広島ガスサービス㈱  28,600 株（17.02％） 

           広島ガスリビング㈱  28,600 株（17.02％） 

 ⑩ 決算期     3 月 31 日 

 

【業績等の推移】                            

（百万円） 

 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 平成 20 年 3 月期 

売上高 17,333 15,974 15,287 

営業利益 208 95 147 

経常利益 250 140 185 

当期純損益 △24 14 143 

総資産額 7,365 7,895 7,448 

純資産額 1,257 1,239 1,311 

     ※当社は、平成 21 年 3 月 19 日付で公表いたしましたとおり、当社子会社における 

不適切な取引による過年度の財務諸表等への影響を調査している段階であります。 

上記業績等の推移は、訂正前の数値であり、調査の結果によっては大きく変動する 

可能性があります。 

 

３．負債の総額（平成 21 年 3 月 30 日現在） 

    約 40 億円（循環取引に係る負債総額約 30 億円を除く） 

 

４．当社において回収不能となるおそれの生じた広島ガス開発株式会社に対する債権の種類および金額 

（平成 21 年 3 月 30 日現在） 

    貸付金  470 百万円 

    合 計  470 百万円 

 

５．今後の見通し 

   当社は、ＨＧＫが平成 21 年 3 月 30 日付で民事再生手続開始の申立てを行ったことに伴い、関係

会社株式評価損 82百万円およびＨＧＫへの貸付金に対する貸倒引当金繰入額 470 百万円をそれぞれ

特別損失として計上する予定であります。 

   この結果、当社の平成 21 年 3 月期の業績に対し影響がありますが、平成 21 年 3 月期の業績見通

しについては、今後精査をした上で、速やかに開示する予定であります。 

 

 

以 上 


